Ⅱ-12　請求権競合　安全配慮義務違反と不法行為責任　　　文責　岸本　川崎　森山
事案
H鉄道会社は、新駅を設けるため、2002年7月より、駅舎の工事に着手していた。
Hは、この工事をY建設会社に6億円で発注していた。駅舎建設現場の近くには、同工事の発注者がHであり、受注者がYであることを示す大きな看板がかけられている。
2002年9月25日午前11時ごろ、当時の現場監督責任者であり、Yの建設1課の課長でもあったM(当時50歳)が、建設現場の敷地内で、足場に上り、地上5メートルほどの高さのところで、作業の進捗状況を視察していた。そのおりに、Mは、突風で足元がふらつき、命綱をつけていたものの、足場から落下するのを避けようとして身体をねじった。その際に、Mの腰の作業袋に入れていたスパナ1本が、下方に落下した。スパナはたまたま下を通りかかったA(当時30歳)を直撃した。Aは、Y社から今回の工事の一部を下請けした土木工事会社Zの従業員であった。Aは急ぎ病院に搬送され、緊急手術を受けたものの、同年10月10日に死亡した。なおAは、現場でZ社の現場担当者から支給されたヘルメットをかぶっていたが、顎の部分を紐で止めていなかった。しかも、Aの頭蓋骨は、先天的に普通の人よりもかなり薄いものであることが、事故後の検査の際に判明した。しかし、Aは生前このことを知らなかったようであるし、Aの家族らも、Aの死後はじめて、この事実を聞かされた。
Aの相続人は、妻Xである。また、Mは、かつては建築の現場で働いていて足場に上って作業することが頻繁にあったが、15年ほど前に管理職になって以降は、実際に建設現場の足場に上ったことはなかった。
現在は、2005年10月2日である。なお、以下での検討にあたっては、労災補償の点は無視して考えること。
問題
(1)Xは、Mに対して損害賠償を請求したい。
(a)賠償の対象となりうる損害としては、どのようなものが考えることができるか。
(ア)Xは、Aの死亡によるAの逸失利益その他の損害の賠償を請求することができるか。
(イ) Xは、A死亡によるX自身の逸失利益その他の損害の賠償を請求することができるか。
(b)Xは、どのような観点から損害賠償を請求することができるか。
(ア)Xが主張・立証しなければならない事実を挙げよ。
(イ)Xからの請求をうけたMは、これに対して、どのような反論をすることができるか。
(2)Xは、Yに対して損害賠償請求したい。
(a)Xは、どのような観点から損害賠償を請求することができるか。考えられるものを複数挙げ、それぞれについて、Xが主張・立証しなければならない事実を挙げよ。
(b)Xからの請求を受けたYは、これに対して、どのような反論をすることができるか。
(3)損害発生事例において不法行為を理由とする損害賠償請求権と債務不履行を理由とする損害賠償請求権の両方が成り立つときに、両者の違いがどこにあるかをまとめて整理せよ。
Xは、Mに対して損害賠償を請求したい。
（ａ）賠償の対象となりうる損害としては、どのようなものを考えることができるか。
（ア）Ｘは、Ａの死亡によるＡの逸失利益その他の損害の賠償を請求することができるか。
　　
　本問は、Ｙ建設会社のＭが作業の進捗状況を視察していた際に、スパナを下方に落下させ、工事の一部の下請けを頼んでいた土木工事会社Ｚの従業員であるＡを死亡させたというものであり、MはAに対し不法行為責任を負うものと思われる。よって、ＸはＡの妻であり、Ａの相続人であるので、不法行為責任にもとづいてＡの死亡によるＡの逸失利益その他の損害の賠償をMに請求する権利を有する。
逸失利益
　逸失利益は、損害の分類上では、財産的損害の中で将来的損失にあたる消極的損害のことであり、得べかりし利益とも言われる。これは不法行為または債務不履行がなかったなら、得られたであろう利益を指す。逸失利益は、年間収入額又は年相当額から本人の生活費を控除した額に死亡時の年齢における就労可能年数のライプニッツ係数を乗じて算出する。ただし、生涯を通じて全年齢平均給与額の年相当額を得られる蓋然性が認められない場合は、この限りでない。
　　　Ａはまだ30歳であるから、事故前１年間の収入額を立証することができるならば、事故前１年間の収入額、全年齢平均給与額の年相当額及び年齢別平均給与額も年相当額のいずれか高い額を、事故前１年間の収入額を立証することが困難であるならば、全年齢平均給与額の年相当額又は年齢別平均給与額の年相当額のいずれか高い額を逸失利益として請求することができる。
その他の損害　
そのほかにもMの加害行為の結果、必要となってしまった治療費やその他の諸雑費などの損害を積極的損害として賠償請求することも可能である。
また、精神的損害として民710条に基づき、被害者本人の慰謝料も請求することができると考えるべきである。判例においては被害者本人の慰謝料は、遺言などの特別の事情がない限り、相続人に承継されないとされているが、常に被害者の意思を確認することができるわけではないのであるから（意識が戻らず死亡することもある）、遺言の有無で差異が出るのは妥当ではないためである。
　さらに、不法行為の場合には、遅延損害が事故発生時から始まると考えられるので、事故発生時（2002年9月25日）から現在までの遅延賠償も請求することができる。
(イ)Ｘは、Ａ死亡によるＸ自身の逸失利益その他の損害の賠償を請求することができるか。
　XはAの妻であるから、711条にもとづいて財産的損害及び精神的損害について自己固有の損害賠償請求権を持つ。
消極的損害としてX自身の逸失利益、すなわち得べかりし利益とは、将来にわたる夫Aの収入であると考えられる。したがって、（ア）で述べたＡ自身の逸失利益と重複するので、別個に請求することはできない。
しかし、積極的損害としては、葬儀費、治療費(Xが立て替えていたら)、通院交通費やその他の諸雑費について請求可能である。
また、その他にも精神的損害として、慰謝料請求が可能である。
（ｂ）Xは、どのような観点から損害賠償を請求することができるか。
（ア）Xが主張・立証しなければならない事実をあげよ。
　
労働者が労働災害をこうむった場合、被災者あるいはその遺族は、労災補填を請求することができるが、他方で、民事上の要件が満たされると、加害者に対して損害賠償を請求することができる。
本問では、XはYに対して709条にもとづく不法行為責任を問うことが考えられる。
よって以下検討する。
　一般不法行為の要件
1 故意・過失
2 責任能力
3 権利または法律上保護される利益の侵害
4 損害の発生
5 因果関係
6 違法性阻却事由のないこと
XがMに対して709条によって不法行為責任を問う場合には以上の要件が具備される必要があるが、このうちXが主張・立証しなければいけないのは①③④⑤である。②⑥はM側の抗弁事由となる。
（イ）Xからの請求を受けたMは、これに対して、どのような反論をすることができるか。
Mは反論として故意・過失がなかったことや責任能力がなかったこと、違法性阻却事由があったことを主張することができる。また、現在は2005年10月2日であることから、2002年9月25日から同年10月2日までの間に損害及び加害者を知ることができたとして、不法行為責任の除斥期間である3年が経過したと主張することも考えられる。
さらに、過失相殺を主張することもできると思われる。損害賠償責任が発生するためには、加害行為と相当因果関係にある損害が賠償されるとするのが支配的な考え方であった。しかし、被害者の素因や自殺という問題をめぐり、割合的因果関係論や過失相殺規定の類推適用を用いることで、より柔軟に捉えていこうという動きがある。体質的要因も損害の拡大に寄与している場合には、民法722条2項を類推適用してこれを斟酌することができるとされた（最判平6/4/22）。
しかしながら、被害者の身体的素因が損害に寄与している場合であっても、その全てが減額事由となるわけではなく、それが個体差の範囲内であれば減額対象とはされない。また、それが疾患であれば、その疾患への帰責性等にかかわらず減額対象となる。（最判平8/10/29）
減額対象とすべきかどうかについて、その体質的素因が疾患かどうか、疾患でないとしても程度が著しく通常人より慎重な行動が求められるというような特段の事情があるか、とう基準により判断される。
あてはめ
Mには、15年ほど前に管理職になって以降実際に建設現場の足場に上ったことはなく、そのような状況で足場に上れば足がふらつきスパナを落下させ下にいる人に危害を加えてしまうということが容易に予想できたにもかかわらず、足場に上って事故を起こしたという過失があり(①)、それによってAの生命を侵害し損害を発生させていて、因果関係も認められる（③）（④）（⑤）。したがって、Mの、時効期間である3年の経過という反論が認められない限り、Xは、Mに対して不法行為責任を問うことができるが、Aの頭蓋骨は、先天的に普通の人よりもかなり薄いものであったという体質的素因があり、これは疾患でないとしても程度が著しく、通常人より慎重な行動が求められるといえる。また、Aはヘルメットをかぶっていたが、あごの部分を紐で止めていなかったという過失があるため、過失相殺規定を類推適用することにより、減額を認められうる。
(2)Xは、Yに対して損害賠償請求したい。　　　　　　　　　　　　　　　　文責　岸本
　（a）Xはどのような観点から損害賠償請求することができるか。考えられるものを複数挙げ、それぞれについて、Xが主張・立証しなければならない事実を挙げよ。
　
　XはYに対してまず使用者責任(715条)を問うことが考えられる。
また、Yの安全配慮義務違反を理由とする債務不履行責任を問うということも考えられる。しかし、AはYが下請け契約を交わした土木工事会社Zの従業員であるが、Yは自己の従業員と同様に下請け契約を結んだZの従業員であるAに対しても安全配慮義務を負うのか
が問題となる。
　この点、たとえ下請け契約を交わしたZの従業員であっても、「ある法律関係に基づいて特別な社会的接触の関係に入った」といえることから、YはAに対しても安全配慮義務を負うものと解する。
　よって、以下使用者責任を問う場合と安全配慮義務違反を問う場合とに分けて検討する。
使用者責任を問う場合
使用者責任の要件
①｢ある事業のために他人を使用｣していること
②｢事業の執行につき｣損害を加えたこと
③被用者(本問ではM)に一般不法行為の要件が備わっていること
④被用者の選任・監督につき相当の注意をしたことを、または相当の注意をしても損害が生じたこと（免責事由）を使用者が証明しないこと(715条1項ただし書)

ここでXが主張・立証しなければいけない事実は①②③である。
安全配慮義務違反を理由とする債務不履行責任を問う場合
ここで、そもそも安全配慮義務とはいかなるものなのであるのかが問題となる。
判例
この点、一連の最高裁判例によれば、安全配慮義務とは｢ある法律関係に基づいて特別な社会的接触の関係に入った当事者間において、当該法律関係の付随的義務として当事者の一方または双方が相手方に対して信義則上負う義務｣とされている。（最判昭和50年2月25日、最判昭和58年5月27日など）またその内容については危険防止のために適切な人的・物的設備を編成し、安全教育を施すこととされる。したがって、管理支配のための適切な人的・物的組織の編成に尽きるのであって、それにあたらない注意義務違反は安全配慮義務違反を根拠づけるものではないとする。さらに、前掲の最高裁昭和58年判決では、安全配慮義務の履行補助者について触れ、安全配慮義務者から管理支配権限を付与された者のみを安全配慮義務の履行補助者と捉え、実際に相手方に対して人身侵害行為をしたものが直ちに安全配慮義務の履行補助者ではないとしている。
学説
一方、学説においては主に2つの説が唱えられている。
第1説　安全配慮義務は使用者が業務の遂行のために必要な施設もしくは器具等を設置管理し、または被用者の勤務条件等を支配管理することに由来するものであるから、業務の安全な遂行を妨げる危険等を排除しうる人的・物的諸条件を整えることに尽きるというものである。判例の立場がこれである。
第2説　安全配慮義務は使用者においてその支配管理する業務遂行の過程で接触するであろう危害発生の危険から被用者を保護すべきものであるから、使用者の支配管理をうけて業務に従事するものが業務遂行上の危険の発生を防止するために尽くすべき注意義務も使用者の負うべき安全配慮義務の内容となる。
判例の立場である第1説と違って、第2説の立場からは、管理者のもとで業務に従事するものが業務上危険の発生を防止するために尽くすべき注意義務も、安全配慮義務の内容となり、安全配慮義務の履行補助者についても、本人から管理支配権限を付与されたものに限定されることはなく、こうした注意義務を付与された者も履行補助者となりうる。
思うに、安全配慮義務は、債権関係における給付提供過程・受領過程が進行する中で発生することが通常予想される具体的危険から相手方を保護すべき義務として理解するのが適切であり、これを人的・物的組織編成面に限定すべきではない。したがって、第2説が妥当であると考える。
　また、最高裁昭和56年2月16日判決では｢安全配慮義務違反を理由として債務不履行責任による損害賠償請求訴訟において、この義務の内容を特定し、かつ、義務違反に該当する事実を主張立証する責任は、義務違反を主張する原告側にある｣としているので、XはYの安全配慮義務違反の事実を主張立証しなければならない。
 (b)Xからの請求をうけたYはこれに対して、どのような反論をすることができるか。
　1．XがYに対して使用者責任を問う場合
　XがYに対して使用者責任を問う場合には、まず715条1項ただし書の「被用者の選任・監督につき相当の注意をしたことを、または相当の注意をしても損害が生じたこと」という免責事由を主張・立証することが考えられる。また、（１）（ｂ）で述べたのと同様に不法行為責任の除斥期間である3年が経過したと主張することもできる。さらに、（１）（ｂ）で述べたのと同様に過失相殺を主張することができる。
2．XがYの安全配慮義務違反を理由とする債務不履行責任を問う場合
　XがYに対して債務不履行責任を問う場合には、まずYには安全配慮義務違反がないとして債務不履行責任がないと主張することが考えられる。また、使用者責任を問う場合と同様に過失相殺を主張することができる。
あてはめ
XがYに対して使用者責任を問う場合
Yは駅舎建設という事業のために他人を使用していて（①）、Mは建設作業中にAに損害を加え（②）、（1）(b)で示したようにMには一般不法行為の要件が備わっていると考えられるから（③）、Yの715条1項ただし書の免責事由や3年の時効期間が経過したという主張が認められない限り、Xの請求は認められるものと思われる。しかし、過失相殺によって賠償額は減額されうる。
XがYの安全配慮義務違反を理由とする債務不履行責任を問う場合
　本問においてYは、15年ほど前に管理職になってからは実際に建設現場の足場にのぼったことはなかったというMを現場監督責任者に選任したことや、建設現場の足場に通常備えられている落下物を防ぐ設備（防護網など）を設置していなかったことから、そもそも安全な人的・物的設備を整えていなかったといえる。また、現場監督責任者という管理支配権限を付与されたMには、15年ほど前に管理職になって以降実際に建設現場の足場に上ったことはなく、そのような状況で足場に上れば足がふらつきスパナを落下させ下にいる人に危害を加えてしまうということが容易に予想できたにもかかわらず、足場に上って事故を起こしたという注意義務違反があることから、Yに安全配慮義務違反があり、Xの請求は認められるものと考える。しかし、使用者責任を問う場合と同様に過失相殺によって賠償額は減額される。
請求権競合問題について
本問のように、不法行為責任と債務不履行責任の両方によって相手方に対して損害賠償を請求できるような場合には、この双方の請求権を認めるべきか否かが問題となる。この点、学説は大きく二つに分かれている。
請求権競合説
不法行為の基礎をなす他人の生命、身体、財産などに対して侵害をしてはならないという一般的な不可侵義務というものはたとえ契約当事者間においても決して排除されるものではなく、不法行為責任と契約責任は一般法と特別法の関係にはないということと、被害者保護の見地から双方の請求権を認めるのがこの説である。判例もこの立場であると思われる。
法条競合説
　契約関係においては、法律上特に契約の種類によって特別にその契約から生じる免責的にリスクを分配している場合があり（例えば高価品の明告をしておかなければ債務者は目的物の滅失、毀損に対して責任を負わない）、契約上の責任が免除されるにもかかわらず他に不法行為責任を認めることはそのようなリスクの分配の趣旨を没却する。つまり、不法行為責任と契約責任は一般法と特別法の関係にあり、このような場合において不法行為責任は排除されるとする。
　思うに、法条競合説が主張するリスク分配というものは、人身侵害についてまでは通常なされないのが一般的であり、そのような場合にまで不法行為責任による損害賠償請求が認められないとするのは妥当でない。また、被害者保護の見地からも請求権の競合認めるのが妥当である。したがって、本問のような人身侵害の場合には請求権競合説の立場をとって請求権競合を認めるべきである。
　よって、Xは請求権が成立するならば、不法行為責任と債務不履行責任の双方による損害賠償請求をYに対してすることができる。
（３）損害発生事例において不法行為を理由とする損害賠償請求権と債務不履行を理由とする損害賠償請求権の両方が成り立つ時に、両者間の違いがどこにあるかをまとめて整理せよ。
まず一般的契約責任と一般的不法行為責任では、いずれも債務者の違法有責な行為、あるいは一般人としてみた場合の違法有責な行為から生じた損害を填補するという点では共通性を有している。しかしながら同じ帰責事由を要するとしても、債務不履行の場合には故意過失の証明責任について、債務者が自らの無過失を立証しないと過失を免れないという扱いになるのに対して、不法行為の場合には、被害者の場輪で加害者の故意過失を証明しなければならない、という違いがある。この要件面では、債務不履行のほうが債権者、権利者側に有利であるといえる。
　次に効果面のほうを見ていくと、損害賠償の範囲では416条の１項、2項に債務不履行についての通常生ずべき損害、あるいは特別事情によって生じた損害の賠償の規定があるが、大審院以来、その規定は不法行為にも類推適用するということになっているから、実務的には差異はない。相殺禁止に関しては、不法行為に基づく損害賠償債務については、不法行為者の側からはその債務と事故の被害者に対して有する債権との相殺は許されない、という規定があり（509条）これは不法行為法の特則となる。
　また時効期間に関して、民法では一般には債権は10年（167条１項）、商事債務であれば５年（商法522条）。それに対して不法行為の場合には、損害および加害者を知りたる時から3年、不法行為の時から20年という規定がある。
　慰謝料に関しては不法行為法にのみ規定があり、被害者本人および近親者に認められている（710、711条）が、債務不履行責任の場合に近親者の慰謝料に関しては、判例は不法行為法の特別の規定であると明示した。しかしながら積極的債権侵害などで人身侵害が生じ、債権者が死亡したという場合は、その債権者の近親者にも711条を適用しようとか、類推適用しようという学説も存在する。
思うに、安全配慮義務違反に基づく損害賠償というのは、その誕生からして、いわば不法行為に基づく損害賠償ができない場合の方便であって、近親者が被った精神的損害というのは不法行為の場合と変わらないことが多いのであるから、積極的債権侵害などで人身侵害が生じ、債権者が死亡したという場合は、その債権者の近親者にも711条を適用する、もしくは類推適用するという学説を支持し、近親者の慰謝料請求も認めるべきである。
　遅延損害金の発生時期については、いずれも412条3項の期限の定めのない債務ということになる。それゆえ本来ならば催告の時からとなるが、不法行為の場合は例外だとされている。すなわち事故発生の時、あるいは被害発生の時から直ちに遅延損害金が生ずるのである。その理由は、損害賠償債務は発生と同時に直ちに履行遅滞にあるからだとされている。つまり催告を要せずして事故の時から履行遅滞にあるとして遅延損害金を発生させるのだが、債務不履行の場合であるならば、催告をした時から遅延損害金が発生するという扱いになっている。
（まとめ）
	
	不法行為
	債務不履行

	故意過失の証明責任
	被害者
	債務者

	相殺の禁止
	あり（509条）
	なし

	時効
	損害および加害者を知りたる時から3年、不法行為の時から20年
	債権は10年（167条１項）、商事債務であれば５年（商法522条）

	慰謝料の規定
	あり（710、711条）
被害者本人および近親者
	なし
本人のみ710条類推適用

	遅延損害金の発生時期
	事故発生の時から
	催告時から


以上をまとめると、一般的な債務不履行責任と一般的な不法行為責任に関しては、効果面に絞ると時効の点を除けば、不法行為責任のほうが、債権者の保護に厚い。だから時効期間内に訴えを提起し、かつ要件面での故意過失の立証に成功するならば、その場合には近親者の慰謝料問題とか、あるいは遅延損害金問題に関して不法行為のほうが保護が厚いといえる。
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